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私たちは余りにも当たり前になっていることについて

は意識せずに生活しています。人類は植物のように

光合成によって太陽エネルギーを自分の栄養となる

食物的エネルギー(化学エネルギー)に変えることは

できず、雑食動物として食物を食べることによってし

かエネルギーを得る方法がないということです。この

事実を私たちは普段ほとんど意識していません。

国連人口部が公表しているグラフをみると、世界

人口は紀元前1万年ぐらいから18世紀半ばの数億人

程度まで徐々に増加し、その後爆発的な人口増加を

みせています。

18世紀に英国では農業革命が起こり、食料生産

が増加した結果、人口革命といわれるほどの人口増

加をもたらし、産業革命の要因の一つとなったといわ

れています。こうした現象は同時期に西ヨーロッパ全

域で起きています。日本でも、明治維新後の1900年

頃から急激に人口が増加しています。江戸時代の米

の生産量は300～375万t(2,000～2,500万石)、幕

末には約450万t(約3,000万石)まで上がったとする

資料もありますが、これが1955(昭和30)年になると、

約1,200万t(約8,200万石)にもなりました。

人口問題では、政治、経済、医療・保健などの要

因も考慮する必要がありますが、このような人類の歴

史を振り返れば、食料の生産・供給能力が人口増減

の鍵であったということは、ある程度妥当だと思われ

ます。

人口増加と食料供給について問題提起し、よく知

られているのはマルサスの「人口論」です。人口は25

年ごとに等比級数的に増加しますが、食料生産は等

差級数的にしか増加しないので、人口を抑制する必

要があるというものです。その後も1970年前半のロー

マクラブへの報告「成長の限界」の発表や世界食料

危機の発生、1990年代半ばのワールドウォッチ研究

所のレスター・ブラウンによる「飢餓の世紀」の発表や

中国の穀物輸入急増による穀物の国際価格急騰、

さらに2007～2008年の食料バイオ燃料奨励策によ

る国際食料価格の高騰等のたびに、食料問題は話

題となってきました。しかし、今までのところ農地の拡

大、農業生産技術の発展などによって食料供給が

増加し、食料問題は杞憂に終わったようにみえます。

では、これからの食料需給の見通しは今どうなって

いるのでしょう。私たちは生きていけるのでしょうか。

世界の食料需給については、OECD-FAO(経済協

力開発機構および国連食糧農業機関)1)、USDA(米

国農務省)2)、世界銀行3)、農林水産省4)などが2025

年を目標とする中期的な見通しを公表しています。こ

れらによると、人口増と経済成長に伴って将来も食

料需要が増加するものの、食料供給も主として生産

性の向上によって増加するため、サブ・サハラアフリカ

等一部地域で栄養不良の課題はあっても世界全体

としては需要を満たすことができるとなっています。し

かし、これらの見通しには農業生産技術の開発や普

及、農業インフラの維持・整備が行われることが前提

となっています。

農業は人類生存の鍵を握っている産業であり、生

態系に配慮しつつ太陽エネルギー、大気、土、水と

いった環境資源を利用して活動を行うものです。

当社は、この度「農業環境資源事業本部」を立ち

上げました。今後、農業分野に関する持続可能な環

境資源管理等についてより深く調査・研究し、良好な

環境資源を次世代に引き継ぐために貢献してまいり

たいと考えております。

私たち生きていけますか？ －農の役割－　
　　

1)OECD-FAO Agricultural Outlook 2016-25
2)USDA Agricultural Projections to 2025
3)World Commodity Prices Forecast, Oct. 2016
4)2025年における世界食料需給見通し
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■社会基盤整備に係る企画、調査、計画、設計、管理、評価
－河川計画、海岸保全計画、河川・海岸構造物・港湾の設計・維持管理、道路・交通・都市計画、橋梁の設計・維持管理

(要素技術一例)・現地調査(波浪観測、漂砂調査、測量、道路環境・交通量調査等)
・シミュレーション(氾濫・土砂動態・水理解析、波浪変形・海浜地形変化予測、高潮・津波解析、各種構造解析等)
・交通需要予測・解析、交通事故対策、社会実験、PI、景観予測評価、構造物劣化予測等

■社会基盤整備に係る環境アセスメント(調査計画立案、現地調査、予測評価、対策検討、事後調査)、環境計画
－港湾、埋立、空港、ダム、発電所、河口堰、道路、新交通システム、清掃工場、住宅・工業団地、下水処理場等

(要素技術一例)・環境調査(水域・陸域・大気域、動植物の分布・生態、景観、航空・リモートセンシング調査、気象観測等)
・理化学分析(水質、底質、大気質、生物、土壌、廃棄物等)
・シミュレーション(水質、底質、大気質、悪臭、騒音・振動、波浪、気候変化、汀線・地形変化、漂流物等)
・自然再生技術、環境保全対策技術、生態系評価(生活史・生息環境・干潟生態系モデル等)、PI
・地球温暖化対策調査、再生資源利用調査、アメニティ環境調査、自然環境DB構築、地域特性の可視化、LCA

■環境リスクの評価・管理
－ダイオキシン類・PCB類・POPs・放射性物質・重金属類・環境ホルモン・VOC等の調査・分析、ヒト生体試料中(血液、臍

帯血、尿、毛髪等)の化学物質・農薬等代謝物分析、土壌汚染評価、GLP対応の生態影響・毒性試験、化学物質の環境実態
・曝露量の解析・評価、汚染メカニズムの解明

■食品衛生・生命科学関連検査
－食品中の有害物質・残留農薬・微生物・異物・アレルゲン検査、食品の機能性評価、生体・細胞中の代謝物・タンパク質
・遺伝子解析

■自然環境の調査・解析、生物生息環境の保全・再生・創造
－動植物調査、サンゴ礁・藻場・干潟・海浜の保全・再生・創造、河川・湿地・ヨシ帯の自然再生、魚道・多自然水辺空間・

ワンド・淵の計画・設計、アオコ・赤潮発生対策、生物の移植・増殖

(要素技術一例)・生物同定・分析技術(DNA分析、アイソザイム分析、細菌・ウィルス検査、データ集計・解析処理システム等)
・解析(営巣・行動圏・採餌環境解析、生態系・生活史モデル、統計解析、漁業資源解析、アオコ・赤潮発生予測等)
・生物飼育実験設備における飼育・増殖試験、希少生物の保護・育成技術開発、埋土種子による植生の復元

■情報システムの構築、情報発信
－河川水位計測システム、衛星画像解析、GISアプリケーション開発、基幹系システム開発、気象・海象・防災情報配信

■災害危機管理、災害復旧計画
－危機管理支援(危機管理計画、災害時対処マニュアル作成、災害訓練企画・運営)、災害査定・被害状況調査、災害復旧・
改良復旧事業支援、人命・資産の安全確保

－災害情報支援システム、降雨・洪水予測システム、氾濫解析・予測システム、洪水・津波浸水ハザードマップ
－除染計画策定支援

■海外事業
－環境に配慮したインフラ整備(地域総合開発、水資源開発、上水道、港湾、海岸、道路、橋梁、下水・廃水・廃棄物処理)
－災害マネジメント(治水・砂防)、環境保全・創出(環境社会配慮、環境アセスメント、環境保全計画、公害対策等)
－アメニティ(観光開発、都市計画、水辺の再生等)、技術者受け入れ、専門家派遣


